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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次 
第144期 

第３四半期 
連結累計期間 

第145期 
第３四半期 
連結累計期間 

第144期 

会計期間 
自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日 

自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日 

自  平成27年４月１日 
至  平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 35,487 33,223 46,155 

経常利益 （百万円） 720 1,233 774 

親会社株主に帰属する四半期(当期)

純利益 
（百万円） 443 805 322 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 390 1,344 △844 

純資産額 （百万円） 21,815 21,762 20,580 

総資産額 （百万円） 48,393 46,113 44,235 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 （円） 16.41 29.81 11.94 

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 44.7 47.0 46.3 

 

回次
第144期

第３四半期
連結会計期間

第145期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

自  平成28年10月１日
至  平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.81 13.30 

（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

２【事業の内容】

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものであります。 

 

(1）経営成績の分析 

 当第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年12月31日）におけるわが国の経済

は、中国をはじめとする新興国における経済の減速、英国のＥＵ離脱に加え、今後の米国経済の

先行きに対する懸念等により、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

 このような状況の中、当社グループは、主力製品の増販およびあらゆるコストの低減により、

利益の確保に引き続き努めてまいりました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高が332億２千３百万円で前年同四半期

比22億６千３百万円の減収（6.4%減）となりましたが、利益面では、営業利益は10億９百万円で

前年同四半期比４億６千６百万円の増益（86.0%増）、経常利益は12億３千３百万円で前年同四

半期比５億１千２百万円の増益（71.1%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は８億５百万

円で前年同四半期比３億６千２百万円の増益（81.6%増）となりました。 

 

 次に、セグメント別に概況をご報告いたします。 

 

(インキ事業) 

 オフセットインキは、市場縮小化が継続する中、売上確保に努めましたが、数量および売上高

は前年同四半期に比べ減少いたしました。 

 グラビアインキは、食品包材向けを始めとして全般的に堅調に推移するなかで顧客別対応に注

力し、数量および売上高は前年同四半期に比べ増加いたしました。 

 インクジェットインクは、産業用機能性インクの伸長により、数量および売上高は前年同四半

期に比べ増加いたしました。 

 印刷用材料は、オフセットインキと同様に市場の縮小化が進行する中、売上維持に努めました

が、売上高は前年同四半期に比べ減少いたしました。 

 印刷機械は設備入替等の需要が少なく、売上高は前年同四半期に比べ減少いたしました。 

 この結果、インキ事業の売上高は、116億２千９百万円で前年同四半期比６億５千４百万円の

減収（5.3%減）となりましたが、セグメント利益はコスト削減の効果もあり、５億４千８百万円

で前年同四半期比１億１千１百万円の増益（25.6%増）となりました。 
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(化成品事業) 

 合成樹脂用着色剤は、包装用途向け機能製品の伸長および自動車用途向け製品の受注が堅調に

推移し、数量および売上高は前年同四半期に比べ増加いたしました。 

 合成樹脂成形材料は、スポット受注はありましたが、数量および売上高は前年同四半期並みと

なりました。 

 この結果、化成品事業の売上高は、149億２千６百万円で前年同四半期比８千１百万円の増収

（0.6%増）となり、セグメント利益は売上構成の変化により、12億４千４百万円で前年同四半期

比３億９百万円の増益（33.0%増）となりました。 

 

(加工品事業) 

 水処理用資材は順調に推移したものの、震災復興向け土木資材の工事減により、売上高は前年

同四半期に比べ大幅な減少となりました。 

 この結果、加工品事業の売上高は、64億５千３百万円で前年同四半期比16億８千７百万円の減

収（20.7%減）となりましたが、セグメント利益は水処理用資材、環境対応型土木資材の増販お

よび一軸延伸フィルムのコスト改善により、３億３千１百万円で前年同四半期比１億１千８百万

円の増益（55.6%増）となりました。 

 

（不動産賃貸事業) 

 不動産賃貸事業の売上高は、２億１千３百万円で前年同四半期比４百万円の減収（2.2%減）、

セグメント利益は１億２百万円で前年同四半期比１千万円の減益（9.3%減）となりました。 

 

(2）財政状態の分析 

  当第３四半期連結会計期間末の総資産は461億１千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ

18億７千８百万円増加いたしました。主な要因は、受取手形及び売掛金の増加12億２千６百万

円、たな卸資産の減少５千９百万円、有形固定資産の減少２億５千２百万円及び投資有価証券の

時価上昇等に伴う増加９億９千万円等によるものです。 

  負債合計は243億５千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億９千６百万円増加いたし

ました。主な要因は、支払手形及び買掛金の増加21億８千５百万円、短期借入金の減少４億８千

万円、１年内返済予定の長期借入金の減少２億１千万円、賞与引当金の減少３億２千５百万円、

長期借入金の減少８億７千７百万円、繰延税金負債の増加３億５千万円及び退職給付に係る負債

の減少２億７千２百万円等によるものです。 

  純資産の部は217億６千２百万円となり前連結会計年度末に比べ11億８千１百万円増加いたし

ました。主な要因は、利益剰余金の増加６億４千３百万円及びその他の包括利益累計額の増加５

億２千２百万円等によるものです。 
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

(4）研究開発活動 

  当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、９億４千３百万円

であります。 

  なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。 

 

(5）従業員数 

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数の著しい増減はありません。 

 

(6）生産、受注及び販売の実績 

  当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。 

 

(7）主要な設備 

  当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年

度末における計画の著しい変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 74,000,000

計 74,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,257,587 27,257,587
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は1,000株で

あります。

計 27,257,587 27,257,587 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年12月31日 － 27,257,587 － 3,246 － 2,511

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づ

く株主名簿による記載をしております。 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

225,000

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

26,825,000
26,825 －

単元未満株式
普通株式

207,587
－ －

発行済株式総数 27,257,587 － －

総株主の議決権 － 26,825 －

（注）１  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式543株が含まれております。

２  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

東京インキ株式会社

東京都北区王子一丁目

12番４号  TIC王子ビル
225,000 － 225,000 0.8

計 － 225,000 － 225,000 0.8

（注）  上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１

個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２  監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年

10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28

年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビ

ューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,728 1,718 

受取手形及び売掛金 16,531 ※１ 17,758 

商品及び製品 4,097 3,730 

仕掛品 1,477 1,523 

原材料及び貯蔵品 1,618 1,880 

繰延税金資産 272 156 

その他 166 181 

貸倒引当金 △56 △48 

流動資産合計 25,837 26,901 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 6,606 6,350 

機械装置及び運搬具（純額） 1,757 1,741 

工具、器具及び備品（純額） 103 111 

土地 3,600 3,586 

リース資産（純額） 629 547 

建設仮勘定 10 118 

有形固定資産合計 12,708 12,456 

無形固定資産    

リース資産 21 20 

その他 161 267 

無形固定資産合計 182 287 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,018 6,009 

繰延税金資産 229 210 

その他 356 341 

貸倒引当金 △97 △92 

投資その他の資産合計 5,507 6,468 

固定資産合計 18,398 19,212 

資産合計 44,235 46,113 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 10,440 ※１ 12,626 

短期借入金 4,080 3,600 

1年内返済予定の長期借入金 1,334 1,123 

リース債務 288 244 

未払法人税等 206 145 

賞与引当金 438 112 

未払消費税等 175 213 

未払費用 784 904 

その他 357 ※１ 684 

流動負債合計 18,104 19,655 

固定負債    

長期借入金 2,600 1,722 

リース債務 402 358 

繰延税金負債 722 1,073 

役員退職慰労引当金 235 234 

退職給付に係る負債 1,407 1,134 

その他 182 173 

固定負債合計 5,549 4,696 

負債合計 23,654 24,351 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,246 3,246 

資本剰余金 2,511 2,511 

利益剰余金 14,333 14,976 

自己株式 △56 △57 

株主資本合計 20,034 20,676 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 844 1,531 

繰延ヘッジ損益 △5 2 

為替換算調整勘定 49 △185 

退職給付に係る調整累計額 △424 △361 

その他の包括利益累計額合計 464 986 

非支配株主持分 82 98 

純資産合計 20,580 21,762 

負債純資産合計 44,235 46,113 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 35,487 33,223 

売上原価 30,656 27,876 

売上総利益 4,830 5,346 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 1,195 1,197 

賞与 377 399 

福利厚生費 277 288 

減価償却費 178 167 

貸倒引当金繰入額 12 － 

賞与引当金繰入額 45 49 

退職給付費用 67 102 

役員退職慰労引当金繰入額 4 － 

通信交通費 241 234 

荷造及び発送費 809 800 

その他 1,077 1,098 

販売費及び一般管理費合計 4,288 4,337 

営業利益 542 1,009 

営業外収益    

受取利息 16 14 

受取配当金 138 141 

出資分配金 79 68 

その他 36 65 

営業外収益合計 270 290 

営業外費用    

支払利息 38 28 

為替差損 31 － 

その他 23 37 

営業外費用合計 92 65 

経常利益 720 1,233 

特別利益    

固定資産売却益 18 0 

投資有価証券売却益 － 1 

保険差益 593 － 

特別利益合計 612 1 

特別損失    

固定資産除売却損 25 20 

投資有価証券評価損 74 － 

災害による損失 ※１ 8 － 

固定資産圧縮損 523 － 

その他 8 － 

特別損失合計 639 20 

税金等調整前四半期純利益 693 1,214 

法人税、住民税及び事業税 138 272 

法人税等調整額 99 117 

法人税等合計 237 389 

四半期純利益 455 825 

非支配株主に帰属する四半期純利益 12 19 

親会社株主に帰属する四半期純利益 443 805 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 455 825 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 4 686 

繰延ヘッジ損益 △0 7 

為替換算調整勘定 △59 △237 

退職給付に係る調整額 △10 62 

その他の包括利益合計 △65 519 

四半期包括利益 390 1,344 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 379 1,328 

非支配株主に係る四半期包括利益 10 16 

 

- 12 -



【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平

成28年４月１日以後に取得した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており

ます。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年

３月28日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１  四半期連結会計期間末日満期手形 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半

期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形及び売掛金 －百万円 674百万円

支払手形及び買掛金 － 284

その他（流動負債） － 6

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 災害による損失 

 平成26年９月16日に当社羽生工場において発生した火災に伴い、前第３四半期連結累計期間

に確定した損失額を計上しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費

を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 1,107百万円 1,010百万円

のれんの償却額 2百万円 1百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日） 

１  配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 81 3 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月９日

取締役会
普通株式 81 3 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四

半期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

２  株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

１  配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 81 3 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月９日

取締役会
普通株式 81 3 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四

半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

 

２  株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
 

インキ 
事業 

化成品 
事業 

加工品 
事業 

不動産賃貸 
事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 12,283 14,844 8,141 218 35,487 35,487 

セグメント間の内部売上高又は振替

高 
- 54 - - 54 54 

計 12,283 14,898 8,141 218 35,541 35,541 

セグメント利益 436 935 213 112 1,698 1,698 

 
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差額調整に関する事項） 

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,698

全社費用（注） △1,157

その他の調整額 1

四半期連結損益計算書の営業利益 542

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  （のれんの金額の重要な変動） 

    「化成品事業」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間より戦略的重要性が増した

ため、子会社である東京インキ（タイ）株式会社を連結の範囲に含めております。なお、

当該事象によるのれんの増加額は10百万円であります。 

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
 

インキ 
事業 

化成品 
事業 

加工品 
事業 

不動産賃貸 
事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 11,629 14,926 6,453 213 33,223 33,223 

セグメント間の内部売上高又は振替

高 
- 57 - - 57 57 

計 11,629 14,984 6,453 213 33,281 33,281 

セグメント利益 548 1,244 331 102 2,227 2,227 
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差額調整に関する事項） 

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,227

全社費用（注） △1,217

その他の調整額 △0

四半期連結損益計算書の営業利益 1,009

（注）  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に

係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得

した構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 この変更に伴う当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微でありま

す。 

 

（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 16円41銭 29円81銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
443 805

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
443 805

普通株式の期中平均株式数（千株） 27,038 27,031

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 

 

２【その他】

  第145期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月９日

開催の取締役会において、平成28年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議いたしました。 

①  配当金の総額                              81,096,132円 

②  １株当たりの金額                          ３円 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成28年12月２日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

平成29年２月９日

東京インキ株式会社 

取締役会  御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 秋    山    茂    盛   印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 橋    本    裕    昭   印 

 

 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る東京インキ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結
会計期間(平成28年10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１
日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期
連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京インキ株式会社及び連結子会
社の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を
適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以  上
 

(注) １  上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２  XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】

 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年２月10日 

【会社名】 東京インキ株式会社 

【英訳名】 TOKYO PRINTING INK MFG. CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    大  橋  淳  男 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都北区王子一丁目12番４号  TIC王子ビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

  当社代表取締役社長  大橋  淳男は、当社の第145期第３四半期（自  平成28年10月１日  至  

平成28年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認いたしました。 

 

 

２【特記事項】

  確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


